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税源移譲による負担増を
調整するための調整控除

老齢者非課税措置廃止に伴う
経過措置

平成19年度のあなたの住民税額を計算してみましょう

平成18年度の住民税額はいくらでしたか？

定率減税がないとしたらいくらだったのでしょう

① 円

② 円

円

円

平成19年度の住民税額はこうなります。

③ 円

は、これまで定率減税により軽減
されていた額です。

は、その分所得税が減り（増え）ます。

②－①＝

税源移譲により増える（減る）額

③－②＝

※このほか所得税・住民税の定率減税の廃止による影響があります。計算は目安です。
※計算した税額はあくまで目安です。実際の税額は、収入や家族構成等により異なります。

※次に該当する人は、計算が異なります。　○昭和15年1月2日以前に生まれた人で、平成17年中の所得金額が125万円以下の人
　○土地の譲渡所得や株取引などの所得がある人　○定率減税以外の税額控除がある人

住民税

所得税

平成１８年度分 平成１９年度分

平成１８年度分 平成１９年度分

変　更

変　更

市民税
県民税

市民税
県民税

0 200万円

0 0 195万円 330万円 695万円 900万円 1,800万円330万円 900万円 1,800万円

700万円 （課税所得） （課税所得）

（課税所得）（課税所得）
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20%

30%
37%

5% 10%
20% 23%

33%
40%
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「
地
方
の
こ
と
は
地
方
で
」
と
い

う
方
針
の
も
と
地
方
団
体
が
自
主
性

を
発
揮
し
、
よ
り
身
近
な
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
行
う
た
め
に
進
め
ら
れ
て
い

る
三
位
一
体
改
革
。
そ
の
柱
と
い
え

る
の
が
、
今
回
の
税
源
移
譲
で
す
。

税
源
移
譲
で
は
、
所
得
税
（
国
税
）

と
住
民
税
（
地
方
税
）
の
税
率
を
変

え
る
こ
と
で
、
国
の
所
得
税
か
ら
、

地
方
の
住
民
税
へ
約
３
兆
円
の
税
源

が
移
譲
さ
れ
ま
す
。

住
民
税
の
税
率
は
従
来
３
段
階
の

超
過
累
進
構
造
（
例
・
課
税
所
得
５

０
０
万
円
の
方
は
２
０
０
万
円
分
ま

で
は
５
％
、
残
り
の
３
０
０
万
円
分

は
１０
％
課
税
）
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

こ
れ
を
所
得
の
多
い
少
な
い
に
か
か

わ
ら
ず
一
律
１０
％
の
比
例
税
率
構
造

に
変
え
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

住
民
税
の
税
率
変
更
に
伴
い
、
所

得
税
も
４
段
階
の
税
率
を
６
段
階
に

細
分
化
し
、
一
部
の
高
額
所
得
者
を

除
き
ほ
と
ん
ど
の
人
は
、
１９
年
分
所

得
税
が
減
り
、
１９
年
度
分
住
民
税
が

増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
し
か
し
、

税
源
の
移
し
替
え
な
の
で
、
住
民
税

と
所
得
税
を
合
わ
せ
た
税
負
担
率
は

基
本
的
に
変
わ
り
ま
せ
ん
。

※
た
だ
し
、
定
率
減
税
等
の
特
別
減
税
の
廃

止
に
よ
り
、
税
額
が
増
え
る
場
合
も
あ
り

ま
す
。

　
住
民
税
と
所
得
税
で
は
、
基
礎
控

除
や
扶
養
控
除
な
ど
の
人
的
控
除
に

差
が
あ
り
ま
す
。
税
源
移
譲
に
よ
る

負
担
増
を
調
整
す
る
た
め
、
住
民
税

と
所
得
税
の
人
的
控
除
の
差
に
応
じ

た
住
民
税
の
減
額
措
置
が
講
じ
ら
れ

ま
す
。

◆
住
民
税
の
課
税
所
得
金
額
が

　

２
０
０
万
円
以
下
の
人

　
次
の
①
と
②
の
い
ず
れ
か
小
さ
い

額
の
５
％

①
人
的
控
除
額
の
差
の
合
計
額

②
住
民
税
の
課
税
所
得
金
額

◆
住
民
税
の
課
税
所
得
金
額
が

　

２
０
０
万
円
を
超
え
る
人

「
人
的
控
除
額
の
差
の
合
計
額
―（
住
民
税
の

課
税
所
得
金
額
―
２
０
０
万
円
）」の
５
％

　
た
だ
し
、こ
の
額
が
２
、５
０
０
円
未

満
の
場
合
は
２
、５
０
０
円
と
し
ま
す
。

▼
給
与
所
得
者
・
年
金
受
給
者
の
場
合

　
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
や
年
金
受
給
者
の

よ
う
に
、
毎
月
の
給
与
や
年
金
か
ら

税
金
が
天
引
き
さ
れ
て
い
る
方
の
所

得
税
は
、
平
成
１９
年
１
月
以
降
の
給

与
・
年
金
か
ら
、
住
民
税
は
平
成
１９

年
６
月
の
給
与
分
ま
た
は
市
か
ら
納

税
通
知
書
で
課
税
さ
れ
る
分
か
ら
そ

れ
ぞ
れ
実
施
さ
れ
ま
す
。
多
く
の
人

は
、
先
行
し
て
所
得
税
が
減
少
し
、

６
月
以
降
の
住
民
税
が
増
額
さ
れ
ま
す
。

▼
事
業
所
得
者
の
場
合

　
事
業
所
得
者
の
住
民
税
は
平
成
１９

年
６
月
に
市
か
ら
納
税
通
知
書
で
課

税
さ
れ
る
分
か
ら
、
所
得
税
は
平
成

１９
年
分
確
定
申
告
分
（
平
成
２０
年
３

月
の
確
定
申
告
）
か
ら
実
施
さ
れ
ま

す
。
多
く
の
人
は
先
行
し
て
住
民
税

が
増
加
し
、
翌
年
の
所
得
税
か
ら
減

額
さ
れ
ま
す
。

　
平
成
１１
年
か
ら
、
景
気
対
策
の
た

め
に
暫
定
的
な
税
負
担
の
軽
減
措
置

と
し
て
導
入
さ
れ
て
い
た
定
率
減
税

が
、
最
近
の
経
済
状
況
を
踏
ま
え
て

廃
止
さ
れ
ま
す
。

平
成
１７
年
１
月
１
日
現
在
、
６５
歳

以
上
の
方
（
昭
和
１５
年
１
月
２
日
以

前
に
生
ま
れ
た
人
）
で
、
前
年
の
合

計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下
の

場
合
は
、
平
成
１７
年
度
ま
で
は
非
課

税
で
し
た
が
、
こ
の
措
置
が
平
成
１８

年
度
か
ら
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
た
だ

し
、
急
激
な
税
負
担
を
緩
和
す
る
た

め
経
過
措
置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

Ｑ　

ど
う
し
て
変
わ
る
の
？

Ａ　

三
位
一
体
改
革
に
よ
っ
て

税
源
移
譲
が
行
わ
れ
ま
す

Ｑ　

い
つ
か
ら
変
わ
る
の
？

Ａ　

住
民
税
は
来
年
６
月
分
か
ら
。

所
得
税
は
課
税
方
式
の
違
い

に
よ
り
ズ
レ
が
あ
り
ま
す
。

◆

定
率
減
税
が

廃
止
さ
れ
ま
す

Ｑ　

ど
う
変
わ
る
の
？

税
負
担
は
ど
う
な
る
の
？

Ａ　

住
民
税
の
所
得
割
の
税
率
が

１０
％
に
統
一
さ
れ
ま
す

Ａ　

調
整
控
除
が

創
設
さ
れ
ま
す

人的控除額
の例

基礎控除

配偶者控除

老人配偶者
控除

一般扶養控除

特定扶養控除

住民税

33万円

33万円

38万円

33万円

45万円

所得税

38万円

38万円

48万円

38万円

63万円

控除の差

5万円

5万円

10万円

5万円

18万円

税
源
移
譲
以
外
の
変
更
点

改正前（H１８年度）

改正後（H１９年度）

個人住民税所得割の
7.5％相当額（上限２万円）

廃　止

◆

老
年
者
非
課
税
措
置
が
廃
止

さ
れ
ま
し
た
が
、
経
過
措
置

が
と
ら
れ
て
い
ま
す

非課税

3分の1を課税

3分の2を課税

全額負担

H17年度
まで

H18年度

H19年度

H20年度
以降

定率減税をしない場
合の18年度の住民税
額（概算）は？

平成19年度の
住民税額（概算）
は？

①の金額

4,000円未満の方

4,000円以上25万600円
未満の人

25万600円以上の方

②の金額

6,500円未満の人

6,500円以上
10万4,000円未満の人
10万4,000円以上
60万円未満の人

60万円以上の人

計算式

②の金額

（②－4,000円）×2＋1,500円

②＋97,500円

（②＋306,000円）×
0.770＋1,500円

計算式

4,000円

（①－4000円）×1.081
＋4,000円

①＋20,000円

【課税所得金額】

　合計所得金額から基礎控除、扶

養控除、社会保険料控除等の諸控

除を差し引いた残りの金額を課税

所得金額といいます。

【合計所得金額】

　給与や年金は税法上「収入」と

呼びます。「収入」から給与所得控

除や公的年金控除を差し引いた金

額の合計を合計所得金額といいます。

個
人
住
民
税
が
変
わ
り
ま
す

税
　
金

平
成
１９
年
か
ら
国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
に
よ
り
、
住
民
税
の
税
率
が
変
わ
り
ま
す
。

所
得
の
多
少
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
律
１０
％
に
統
一
さ
れ
ま
す
。


